
1．はじめに：放射能汚染問題と風評被害対策に 
関する主要論点

　東日本大震災から 3 年半が経過した現在でも，福島
第一原子力発電所（以下，福島第一原発と略記する）
周辺の原子力災害被災地域を中心として，放射性物質
による食品・農林水産物の出荷制限などの直接的な影
響に加え，「原子力災害による影響を受けた地域」と
のイメージから生じる「風評」による農林水産業，観
光業等の地域産業への経済的な影響が続いている．
　現在，生産地では，福島県が実施している米の全量
全袋検査や野菜・果実のサンプル検査等，徹底した放
射性物質の検査による安全確認の取り組みが実施され，
市場に出荷される農産物・食品の安全は担保されつつ
ある．また，そうした検査データはホームページ

（HP）などで公開され，希望する市民は現在の農産
物・食品の汚染実態が把握できるようになっている．

さらに，被災地域あるいは都市部の市町村では，市民
が食べる食品の放射性物質測定サービスを実施して放
射能汚染に関する市民の不安を解消するための取り組
みを展開している．また，被災地域の市町村と都市部
の市町村，さらには誘致企業などが連携して，被災地
の農業・食品産業応援のためのイベントやマルシェを
相互に連携して開催し，放射能被害克服のための地道
な取り組みを展開している．なお，被災地の農企業や
NPO 法人においても，都道府県や市町村の放射能汚
染対策が後手にまわる中で，企業や地域の農家の生存
を賭けた懸命の取り組みを試行錯誤で支援している．
　これまで，筆者は東京農業大学が 2011 年から福島
県相馬地方で実践している東日本支援プロジェクトの
リーダーとして津波被災地域，放射能汚染地域の復興
に取り組むとともに，公益財団法人日本都市センター
の風評被害調査研究プロジェクトに参加し，様々な調
査を実施してきた．こうした調査・研究プロジェクト
から明らかになった放射能汚染問題と風評被害対策に
関する主要論点は，次のように整理できる．
　第 1 の論点は，放射能汚染による被害の広がりは広
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範かつ多方面にわたり，その正確な把握が難しいとい
う点である．また，その影響は商品・サービスの販
売・提供に対する顧客の減少，商品の売上やサービス
の提供量の減少，さらには商品・サービス価格の低下
といった直接的な影響だけでなく，放射能被害克服の
ための厳しい検査の実施，安全な原材料への変更，事
業部門の再編といった間接的な影響まで含めて考える
必要がある．放射能被害がもたらす問題の深刻さは，
①影響範囲の広さ，②影響期間の長さ，③商品・サー
ビスの代替の可能性，④損害賠償の存在，⑤放射能を
強く恐れる階層の存在とその影響力の強さ，という視
点から問題を総合的かつ多面的に評価することが重要
である．
　第 2 の論点は風評被害対策に関するものである．風
評被害の原因としては，①メディアによる報道，②物
流の発達による代替商品の入手可能性，③安全が求め
られる社会構造の存在，が指摘されている（関谷
2013）．こうした原因に対する対応を部分的に実施し
ても効果は薄く，総合的な展開が不可欠である．
　第 3 の論点は，放射能汚染や風評被害の影響を大き
く受ける農林水産業の復興，生産者の意欲啓発面での
市町村の活動に関するものである．また，こうした復
興活動を効果的に推進するためには，部局横断的な組
織の構築が必要であることをいわき市のチャレンジが
示している（西丸 2014）．
　本論では，東日本大震災に伴って発生した放射能汚
染と風評被害の実態，ならびに被害克服のための取り
組みを総括し，今後の風評対策の望ましい展開方向に
ついて整理する．具体的には，望ましい放射能汚染と
風評被害の対策として，1）関係性マーケティングに
よる信頼関係，相互扶助システムの構築，2）予防と
発生した場合の対策構築を重視した放射能リスク管理
システムの構築，3）リスクコミュニケーションによ
る風評防止，4）モラル・ハザードへの対応，の意義
を整理する．

2．放射能汚染被害のメカニズムと影響

1）放射能汚染被害のメカニズム
　放射能汚染および風評被害の発生とその持続のメカ
ニズムは，次のように整理することができる．
・ 風評の原因：福島第一原発から放出された放射性物

質とその拡散に関するマスコミ報道と消費者による
生活防衛行動（汚染が懸念される商品・サービスの
買い控え）

・ 政府・汚染地域の安全確保の取り組み：放射性物質
の暫定規制値，基準値の設定と放射能測定情報の提

供（安全性の担保行動）
・ 不確定な情報の流通：専門家によって異なる意見
（情報の信頼性に関する国民の疑惑）

・ 放射性物質の測定と安全が確認された商品流通後の
問題の発生：福島産農産物安全宣言の後での基準値
をオーバーする農産物の発見（検査情報に対する信
頼喪失）

・ 基準値を超える農林水産物の発見情報：安全確保へ
の不安（不安の継続）

・ 東京電力の汚染水問題に関する連日の報道：原子力
発電所事故当時の恐怖の記憶が蘇り，安全へのさら
なる不安（新たな不安）

　以上のような，福島第一原発事故発生以降の様々な
事象の発生による放射性物質の拡散に対する不安と恐
れが，農林水産物・食品，さらには放射能に汚染され
たと思われる物品の購入を消費者，企業などが控える，
さらには放射能汚染の危険が心配される地域に足を踏
み入れることを忌避する行動による経済的な被害をも
たらしている．すなわち，〈放射性物質の拡散→そう
した事象のマスコミによる情報伝達→消費者・企業の
生活防衛行動→政府による安全担保の試み→安全に関
する情報の混乱→安全担保体制の見直し→さらなる不
安と生活防衛〉という不安行動の連鎖全体が，放射能
被害もしくは風評被害と呼ばれる事象を生み出してい
る．
2）放射能被害の産業への影響

　次に，産業への放射能被害の類型化を試みる．こう
した類型化は様々な角度から行うことができるが，ま
ず，直接的な被害と間接的な被害で分類することが有
効である．
　第 1 表は，直接的な被害と間接的な被害を整理した
ものである．これを見ると，放射能汚染の影響は，製
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第 1表　放射能被害の類型化

直接的な被害 間接的な被害

製品・サービス 生産制限 事業転換
生産面 生産量の減少 従業員確保難

従業員解雇
生産施設の遊休化

コスト面 放射能検査費用 原材料転換コスト
原材料確保難 除染費用
原材料価格の高騰 従業員の休業補償

販売面 販売量減少 安全 PR コスト
販売価格の低下 販売先減少

厳しい自主検査
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第 2表　産業部門別に見た放射能被害の実態

直接的な被害 間接的な被害

農林水産業 売上減少 作業員の配置転換
放射能検査費用 事業の転換
出荷制限 資材の値上がり
取引減少 独自の除染対策
注文減少
カタログから削除
出荷先の厳しい自主基準
キャンセル
価格低下
体験学習のキャンセル

食品・飲料製造 販売量の減少 原料確保先の変更
放射能の検査費用 高価な原材料の調達
取引停止 観光バスツアーの減少
海外輸出の減少

食品・飲料卸売 被災地からの製品入荷量の減少 農家の生産意欲低下（商品確保難）
取り扱い価格の低下 被災地産製品の扱い忌避・自粛要請
市場での放射能検査
東北・関東産農産物の売り上げ減少・価格低迷
商品が売れない

小売業 観光客減少で観光土産が売れない 商品の品揃え困難
放射能検査の要請 地元産品の減少

旅行・観光業・飲食・
娯楽業

旅行客・利用客の減少 地元食材の確保難
観光・娯楽施設利用者の減少 海外出身従業員の帰国
体験ツアー・教育旅行の減少 サービス価格の低下
駐車料金の減少
宿泊客のキャンセル
サービスエリア利用客の減少

タクシー・運送業 観光客の減少 サービス価格の低下
貸切バスのキャンセル 従業員・車両の遊休化
農業関連資材の運送料減少
農産物の運送料の減少

その他 スポーツウエアの売り上げ減少
プール用消毒薬剤の売り上げ減少
印刷資材の売り上げ減少（インキ，ダンボール）
まき・木材・チップ・バーク堆肥等の売り上げ減少
自動車，タイヤ等の放射能検査（製造業）
海外からの技能実習生の帰国（農業・中小企業）
海外からの留学生の帰国と確保難（教育関係）
受け入れ困難な廃棄物の発生

出所：東京電力福島第一原子力発電所事故対策みやぎ県民会議・宮城県環境生活（2012）より筆者作成．



品の生産・サービスの提供，コスト，販売という 3 つ
の側面から評価することができる．製品の生産・サー
ビス面では需要減少に対応するための生産調整・削減
がある．また，サービス業では顧客の減少に起因する
サービス販売の減少がある．こうした製品の生産・
サービスの減少は，放射能の影響がない，もしくは少
ない部門への事業展開，売り上げ減少をカバーするた
めの新たな事業展開といった間接的な影響をもたらす．
さらに，放射能に対する不安に起因する従業員の確保
難，あるいは製品の生産・サービス提供量の減少によ
る従業員の解雇，土地・生産施設等の生産手段の遊休
化といった問題を生み出す．
　コスト面では，家畜のエサや木材等の放射能汚染の
心配がある原材料利用の制限・自粛，ゼオライトやカ
リウムといった放射能吸収抑制資材需要の急増による
価格高騰，放射能検査などによる費用増大が直接的な
影響として指摘できる．間接的な被害としては，原材
料の転換に伴うコストの増加，安全性確保のために独
自に実施する除染費用の負担，従業員の休業補償等の
費用増大が問題となる．販売面では，製品・サービス
の販売量の減少，販売価格の低下が問題となる．特に
福島県産農水畜産物に関しては，安全基準をクリアし
ているにもかかわらず，販売業者から福島県産の販売
が難しいことを理由に価格を下げることを求められる
場合がある．また，農水畜産物の卸売市場においても
福島県産の市場価格が低くなるという事態も発生して
いる．間接的な被害としては，安全性を PR するため
のイベントの開催，様々な PR コストの発生，厳しい
放射能の自主検査に関わる費用の発生がある．
　第 2 表は，宮城県が実施した放射能被害実態調査

（東京電力福島第一原子力発電所事故対策みやぎ県民
会議・宮城県環境生活部 2012）に基づいて，その影
響を直接的および間接的な影響に分類して整理したも
のである．これらの整理を見ると，売り上げの減少に
関わる様々な直接的被害があることがわかる．また，
放射能被害の影響は，農林水産業だけでなく，製造・
販売・小売り，流通・サービス業，その他と多様な業
種にまたがっていることがわかる．さらに，間接的な
被害について見ると，労働者の配置転換，事業の転換，
資材の変更等，風評等に対する防衛対策として企業が
独自に実施した対策を指摘することができる．今回の
震災における放射能汚染は，福島県を中心に宮城県，
岩手県，栃木県，茨城県，群馬県，千葉県，埼玉県な
どに広がっている．また，お茶への放射性セシウムの
検出状況から，神奈川県，静岡県，愛知県といった広
い地域に汚染が及んだことがわかる．さらに，放射能

汚染は，作付け制限，出荷制限といった実害だけでな
く，作って安全を確認しても売れない，売れても価格
が低い，補償金を理由に値下げを要求される，自分が
作った農産物を家族が食べない，といった風評被害の
影響が継続している．こうした風評被害を克服するた
めに実施している福島県の放射能検査費用を例にとっ
て推定してみると，2013 年度産米の全量全袋検査の
数量が 10,148,645 点，果樹・野菜・畜産物・水産物・
林産物などの農林水畜産物のサンプル検査の点数が
2011 年 3 月～2013 年 7 月までに約 30,000 点と，膨大
な数に達している（第 1 図）．もし，これらを全て民
間の検査機関に有料で委託したと仮定すると，1 点の
測定費用を 5,000 円と安く見積もっても約 500 億円の
費用がかかっていることがわかる．なお，福島県にお
ける放射性物質モニタリング検査は，農林水畜産物だ
けにとどまらず，生活空間，土壌・汚泥，食品などに
ついても実施しており，放射能汚染の影響は住民の生
活・産業，そして環境等あらゆる場面で発生している．
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第 1図　 平成 25 年度福島県産米に関する全量全袋 
検査結果

出所： 福島県 HP．



3．放射能被害がもたらす問題の深刻さと要因

　放射能被害がもたらす問題の深刻さの考察に入る前
に，2013 年に筆者らが行った調査結果（回答者数 820
人）の数値を検討しよう．第 3 表は，「親しい人に福
島県産のモモ，リンゴなどを贈答できるか」「放射能
検査体制の整備によって風評被害は収束するか」とい
う質問に対する一般の人々の回答を集約したものであ
る．農産物の贈答に関する調査結果を見ると，4 割が

「できる」と回答しているが，「できない」26％，「わ
からない」33％ となっており，6 割近くが躊躇してい
ることがわかる．また，風評被害の収束に関しても
33％ が「収束しない」，37％ が「わからない」と回答
しており，7 割の人々が風評被害の収束に疑問を感じ
ていることがわかる．
　今回の福島第一原発の爆発事故に起因する放射性物
質の広い範囲の拡散がもたらす被害の影響の深刻さを，
先に整理した①影響範囲の広さ，②影響期間の長さ，
③商品・サービスの代替の可能性，④損害賠償の存在，
⑤強く恐れる階層の存在とその影響の強さ，という 5
つの視点から考察する．
1）影響範囲の広さ

　影響範囲の広さは，その影響を受ける「地理的な範
囲の広さ」と「影響を受ける業種の広さ」から評価す
ることができる．まず，地理的な広さであるが，関東
以南での影響が特に深刻であったのが，お茶である．
お茶の場合，生葉から茶葉に乾燥する過程で放射性セ
シウムが濃縮されるため，暫定規制値，基準値を上回
る製品が各地で検出された．基準値（100 Bq/kg）を
上回る放射性セシウムが検出された茶の産地を挙げる
と，狭山茶（埼玉県），足柄茶（神奈川県），静岡・愛
知の一部の茶産地と，広範囲にわたっている．また，
比較的広範囲の影響が見られたのが永年牧草である．
永年牧草の場合，牧草を更新する以外の除染・吸収抑
制技術を導入するのが困難であり，米や野菜などの作
物に比較して対策は遅れ，その影響は長引いている．

さらに，山菜，天然のきのこなども，植物の特性，山
林という生育地の特性，除染や放射能の吸収抑制がで
きないという特性から，その影響は広範囲に及んでい
る．なお，山林については，現在に至るも汚染の実態
は全国規模で明らかにされていない．
2）影響期間の長さ

　農薬汚染などに比較して，放射能汚染に起因する被
害は長引くことが予想される．半減期 30 年のセシウ
ム 137 を考えれば，その影響は 50 年以上続くことが
予想される．チェルノブイリ事故から 28 年が経過し
たウクライナにおいても，放射性物質の濃度は，原発
爆発当時の 1/2 程度に減少はしているが，その影響は
極端に減少していない．また，キエフの市民に対する
調査結果を見ても，事故の影響は今後しばらく続くと
いう意見が多い（Volodymyr, Ganzha 2014）．
3）商品・サービスの代替の可能性

　もし，放射能汚染の被害を受けた商品・サービスに
対して他に代替商品が存在しないならば，当該商品・
サービスの安全性が確認されていれば風評被害は相対
的に長引かないであろう．例えば，風評被害の影響が
指摘される福島県産の農産物に関しても，他の産地の
供給が逼迫して品不足となれば，福島県産と他産地産
の農産物の市場価格差は縮小する．一方，供給が需要
を上回り過剰になった場合は，福島県産の農産物の市
場価格は他産地よりも大きく下落する．すなわち，代
替財の存在と，市場供給量の大小が，風評被害を左右
する．商品・サービスの代替性という視点で考えた場
合，被災地で生産・提供される農産物，食品，観光な
どの商品・サービスは，いずれも他産地の商品・サー
ビスで代替が可能であるため，放射能被害の影響が相
対的に長引いていると見なすことができる．
4）損害賠償の存在

　今回の放射能被害に関しては，客観的にその原因が
放射能汚染に起因すると特定されれば，東京電力から
損害賠償を引き出すことができるということも，被害
を長引かせている 1 つの原因と見なすことができる．
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第 3表　放射能被害の収束に関わる人々の意識調査結果

質問 1
親しい人に福島県産のモモ，
リンゴなどを贈答できるか

回答数：人
（回答割合：％）

質問 2
放射能検査体制の整備によって
風評被害は収束するか

回答数：人
（回答割合：％）

できる 329（40.1） 収束する 230（28.0）
できない 212（25.9） 収束しない 271（33.0）
わからない 271（33.0） わからない 304（37.1）
無回答   8 （1.0） 無回答  15 （1.8）



損害賠償があるために，安く買い叩いても被災地の生
産者は賠償がもらえるという評価が，買い叩きの原因
になっている．特に代替財が存在する場合には，その
傾向は顕著になるであろう．
5）風評被害の実態と放射能を強く恐れる階層の存在

　第 2 図は，筆者らが 2013 年 10 月に実施した福島県
産農産物に関する購入意向調査結果（有効回答数 820
人）である．この調査結果から，福島県産農産物を購
入しないという階層が 11％（E），他産地よりも安け
れば購入が 12％（D），価格が同じならば他産地産を
購入するが 8％（C）存在することがわかる．これら
の約 30％ の消費者の存在が風評被害の要因となって
いることが想定される．特に福島県産農産物を購入し
ない階層は，一般的に放射能に関する知識も豊富で，
様々な情報を収集して放射能の安全性を評価している
人も多い．また，小さな子供がいるため危険なものを
できる限り回避しようとする親も多い．こうした階層
に関しては，安全性をいくら PR しても不安の払しょ
くはかなり難しいことが予想される．また，放射性物
質のリスクに関する明確な意思を持った消費者が他の
消費者に与える影響は大きく，風評被害の影響は長く
続くことが予想される（ルハタイオパットら 2014）．

4．放射能被害・風評被害対策

　放射能対策として，現在，国，都道府県，市町村，
農業協同組合，企業・農業者等によって被災地域で実
施されている対策は，次のように整理することができ
る．
　〈国〉

1）放射性物質の安全性を確保するための基準値の
設定

2）生活空間，公共用地，農地などの除染

　〈都道府県〉
1）農産物・食品等の放射性物質検査の実施と HP

等での情報提供
2）安全性 PR 活動（TV コマーシャル，復興支援

イベント）
3）国と一体での除染

　〈市町村〉
1）市町村民を対象とした農産物・食品の放射性物

質検査
2）安全性 PR 活動（県などが主催する復興支援イ

ベントへの参加，誘致企業などでのマルシェ活
動，姉妹都市での PR 活動）

　〈農業協同組合〉
1）農産物の放射性物質検査による安全確認
2）農協独自の安全性 PR 活動の実施と都道府県の

PR 活動への参加
　〈企業・農業者〉

1）独自の農産物・食品の放射能検査
2）独自の安全性 PR 活動

　これらの各種の放射能対策のうち，健康対策，食品
の放射能検査対策，除染の 3 つが特に重要な対策とし
て展開されている．健康対策では，放射能による健康
への影響に対する不安を払しょくするために，専門家
による説明会が開催された．しかし，講師となった専
門家の意見が大きく異なるといった問題から，住民の
不安や不信感を増幅したことも一部の地域では見られ
た．健康対策としては，ガラスバッジを利用した個人
の累積線量の測定による健康への影響評価，その他専
門医による診察，ホールボディカウンターなどによる
被ばく量のチェックが行われた．しかし，国も含めて
初めての経験であるため，対策は後手に回った感が否
めない．
　食品の放射能測定サービスは，食品の放射能汚染に
対する市民・消費者の不安を払しょくするために
2011 年 11 月ごろから，汚染地域の市町村を中心に実
施されるようになったサービスである．このサービス
は，市町村役場の本所内・支所内に NaI シンチレー
ションサーベイメーターを設置して，住民が持ち込ん
だ食品サンプルの放射性物質濃度を測定するという
サービスである．このサービスの実施によって多くの
食品の放射性物質濃度が測定され，相対的に安全な食
品，リスクが高い食品の識別を住民自身ができるよう
になり，家庭菜園での品目の選定，リスクが高い食品
摂取の回避等，住民自らが危険を避ける食生活を営め
るようになっている．
　除染については，幼稚園・保育園・学校の校庭，公
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第 2図　福島県産農産物の購入意向



民館，公園等，緊急性が高いものから順次実施され，
その後に個人の住宅，そして農地などの除染が行われ
るようになっている．しかし，個人住宅や農地の除染
の進行具合は市町村によって大きく異なり，住民の不
満を拡大している．また，周辺を山林に囲まれた地域
では空間線量を除染で下げることは難しく，顕著な効
果が得られていない．また，一時的に空間線量が低下
しても，再び高くなってしまった地域もあり，膨大な
国費を投じた除染の効果を疑問視する声もあがってい
る．

5．放射能汚染・風評被害対策の望ましいあり方

1）関係性マーケティングの取り組み
　今回の放射能汚染および風評被害を克服するために
実施された取り組みから，放射能汚染・風評被害に関
して次のような対策の重要性を指摘することができる．
第 1 は，消費者と生産者・産地の間に日常的に信頼関
係を構築することの重要性であり，関係性マーケティ
ングとして整理することができる．なお，関係性マー
ケティングは，農産物だけに限らず，市町村と企業と
の連携，市町村間の連携による信頼関係，相互扶助シ
ステムの構築という視点からもその有効性を評価する
ことができる．
　我々が調査した（株）ジェイラップや二本松市の
NPO 法人ゆうきの里における放射能対策の取り組み
を見ると，不特定多数を相手とする市場流通よりも，
相対で顧客に情報発信できて信頼性を獲得するための
取り引きの重要性が指摘されている．特に，農産物直
売所を運営するゆうきの里では，顔の見える関係の強
化による信頼性の獲得でお客が次第に戻ってきている．
また，契約取引も生産する側と購入する側の信頼で成
立しており，風評被害の影響は相対的に少ない．さら
に，福島県の消費者は他の地域の消費者よりも放射能
に関する知識が豊富で，他の地域よりも福島県産農産
物の消費の戻りが早いといった傾向，復興支援イベン
トの継続的な実施の重要性が指摘されている．また，
企業マルシェ等の取り組みも，売り手と買い手の信頼
性構築のための関係性マーケティングの一種と見なす
ことができる（門間 2014；佐野 2014a，2014b）．
2）新たなリスク管理システムの構築

　第 2 は，農産物・食品に対する新たなリスク管理シ
ステム構築の必要性である．ここでいう新たなリスク
とは，放射能汚染リスクである．放射能汚染のリスク
管理は，予防と発生した場合の対策の 2 つの視点から
評価することができる．
　現在，このような視点で筆者らが取り組んでいるの

が，「農地 1 筆を単位とした放射性物質のモニタリン
グシステム」である．このシステム開発の目的は，

「農産物の放射能汚染を正しく恐れて農業生産を持続
する」ことにある．すなわち，作付規制をせずに農業
生産を持続しながら放射性物質濃度を下げるとともに，
生産する作物への放射性物質の移行を抑制するために
適した除染・栽培技術を採用して作物生産を持続する
ことを目指している．さらに，生産した農産物に関し
ては，その安全性を徹底的に検査して，基準値を超え
る農産物が市場に絶対に出回らないようにすることを
目指している．すなわち，「測って作る・作って測る」
というフィードバックを繰り返して，土壌の放射能汚
染濃度の低減と，作物への放射性物質移行の抑制に
よって農産物の安全を担保することを目指している

（第 4 表，第 3 図参照）．まだ，点的な取り組みである
が，被災地の全ての農地で当該システムが完成できれ
ば，効果的な除染対策の選択，農業生産の持続が可能
になると確信している．現在，実用化に向けて，迅速
かつ安価にできる方法と仕組みを研究中である（門間
ら 2014）．
3）リスクコミュニケーションによる風評防止

　我々は，様々な危険の中で毎日の生活を送っている．
しかし，こうした危険（リスク）のことをどれだけ正
確に知っているか，極めて疑問である．放射能に対す
る被災地や都会の人々の反応には大きな個人差があり，
そのことが風評被害を生み出す 1 つの原因となってい
る．こうした情報判断の個人差をできるかぎり小さく
する対策を実施することは重要である．その 1 つの方
法として，リスクコミュニケーションがある．
　リスクコミュニケーションの方法については，確立
したものはなく，問題に応じてケースバイケースで行
うのが一般的である．農産物の風評被害を対象とした
ものとしては，福島県職員の半杭が消費者モニターに
対して実施した研究例があり，その有効性が検証され
た（半杭 2012）．しかし，実際に福島県が実施してい
るのは，安全性 PR のためのイベントの開催，県の
HP での検査・安全情報の提供サービス，アイドルを
使った安全性 PR のためのテレビコマーシャルの実施
等であり，本格的なリスクコミュニケーションは実施
されていない．本格的なリスクコミュニケーションに
ついては，小さな子供を持った親，放射能に対して特
に強い恐れを持っている人々に対して実施する必要が
ある．
4）モラル・ハザードへの対応

　モラル・ハザード（moral hazard）とは，雇用する
側と雇用される側に情報の格差が存在するために，資
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第 4表　農地 1 筆単位の放射性物質モニタリングシステムのデータベースの様式

第 3図　除染前後の放射能汚染マップ
註： 薄灰色は土壌放射性物質濃度が 3,000 Bq/kg 以下，濃灰色は 3,000～4,999 Bq/kg，黒色は

5,000 Bq/kg 以上を示す．



源の効率的利用が妨げられる，保険の加入がリスクを
伴う行動を誘発する，さらには倫理観の欠如がもたら
す様々な社会的な問題を意味する言葉で用いられる．
前の 2 つは経済学における資源配分の非効率の原因と
して，3 つめは倫理学の問題に関わるものである．買
い叩き問題は，適正な資源配分を歪める行為であると
もとれるし，倫理観の欠如がもたらす社会問題として
の性格も持っている．買い叩いた側が，買い叩きに
よって通常以上の利益を確保し，消費者に還元されな
いならば，適正な資源配分を歪める行為となり，経済
学的には容認されず何らかの是正対策の実施が求めら
れる．
　一方，倫理観の欠如がもたらす問題に関しても，適
正な資源配分問題と同様に，買い叩いた分を消費者に
還元するならば，社会的に批判されるかどうかは疑問
である．問題は，生産者の弱みに付け込んで，通常以
上の利益を確保する行為が社会的に認められるかどう
かという点である．買い叩き行為を風評被害と見なす
かどうかは意見が分かれ，必ずしも倫理観の欠如がも
たらす反社会行為と一方的に決めつけることはできな
いことがわかる．しかし，生産者にとっては，費用と
労力をかけて安全確認をして出荷した農産物が買い叩
きにあって適正な価格で販売できないことは，たとえ
価格差が賠償によって補償されたとしても許せない行
為として憤りを感じるであろう．こうした問題をどの
ように解決するかは難しい点があるが，次のような対
策を構築するのが有効と考えられる．
　まず，市場に出回っている被災地産の農産物につい
ては，全て安全性が確認され，何ら問題がないことを
消費者（国民）に周知徹底すること．購入業者に対し
ては，被災地産の農産物を他産地産と差別化して，安
く購入しようとする行為をチェックする仕組みを作る．
また，被災地産農産物を安く販売するという行為に対
するチェックも必要である．こうした仕組みを構築す
るために最も重要なのは，放射性物質の基準値，その

検査方法の実態と妥当性について，生産者，流通・加
工業者，消費者の間の情報格差をなくし，同じ知識レ
ベルで安全に関する判断ができるようにすることであ
る．
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要旨：本論では，東日本大震災に伴って発生した放射能汚染と風評被害の実態ならびに被害克服のため
の取り組みを総括し，今後の風評対策の望ましい展開方向について整理した．具体的には，望ましい放
射能汚染と風評被害の対策として，1）関係性マーケティングによる信頼関係，相互扶助システムの構
築，2）予防と発生した場合の対策構築を重視した放射能リスク管理システムの構築，3）リスクコミュ
ニケーションによる風評防止，4）モラル・ハザードへの対応，の意義を整理した．
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